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Ⅰ、はじめに
平成 28年 3月 31日、中央教育審議会大学分科会大学
教育部会は、いわゆる三つのポリシーの策定及び運用に
関するガイドライン（以下、「ガイドライン」とする）
を公表した。それによると1）、先行きの予測が困難な複
雑で変化の激しい現代社会において、大学が求められて
いるのは生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来
を切り拓いていけるような人材の育成である。このよう
な大学教育の質的転換を図るために各大学が策定したの
が三つのポリシーであるが、その内容は抽象的で形式的
な記述にとどまり、相互の関連性が意識されていない等
の指摘もなされてきた。このため平成 28年 3月、学校
教育法施行規則が改正され、平成 29年 4月以降、全て
の大学は三つのポリシーを一貫性あるものとして策定
し、公表することが義務づけられた。
平成 28年度、本学においても三つのポリシーの再検
討を行うにあたり、どのような点に留意して改訂すべき
なのかまずもって明確ではなかった。また、これに関連
して、第 2クールの第三者評価を受けて以降、本学で懸
案となっていたのが学習成果の測定（アセスメント）で
ある。そのためのシステムをどのように構築すればよい
のかについても、未検討のままであった。こうした問題
意識から筆者らは平成 28年度関西女子短期大学奨励研
究費を受託し、保育学科における三つのポリシーの改訂
と学習成果の測定に関する調査研究を行った。本稿の目
的は、先の「ガイドライン」及び関連の中教審答申を読
み解き、三つの方針の策定及び運用の要点を整理すると
ともに、改訂された「短期大学評価基準」における学習
成果の測定を踏まえ、本学における今後の取組について
検討することである。
Ⅱ、研究方法
本研究では、まず、三つのポリシーと学習成果の測定
に関する理解を深めるために、高等教育質保証学会や日
本私立短期大学協会教務担当者研修会等に参加して情報
を収集した。次に、そこで入手した情報をもとに先進的
な事例のレビューを行うとともに、第三者評価の基準で
ある「短期大学評価基準」の改訂についても取り上げ
た。その上で保育学科の取組について検討したが、そも
そも三つの方針の改訂は本学では教務委員会を中心に行
われ、全学及び他学科と調整の必要もあるため、筆者ら
の意向により改訂できるものではない。そこで本稿では
まず、三つの方針に関する共通認識を学内で醸成するこ
とを目的として、調査研究で明らかになった知見を先行
事例とともにまとめることとした。次に、「短期大学評
価基準」で求められる学習成果の測定とはどのようなも
のかを明らかにした上で、本学及び保育学科の三つのポ
リシーの改訂について概略を述べるとともに、学習成果
の測定に資するべく開発した保育学科学生の自己評価の
ためのワークシートに言及した。
Ⅲ、三つのポリシーの策定及び
運用に関するガイドライン
まず、中央教育審議会大学分科会大学教育部会による
三つのポリシーの策定及び運用に関するガイドラインを
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取り上げる。前述のように学校教育法施行規則が改正さ
れ、平成 29年 4月以降、全ての大学は三つのポリシー
を一貫性あるものとして策定し、公表することが義務づ
けられた。「ガイドライン」は、例示されている事項の
全てを各大学に求めるものではないが、「今後の各大学
における三つのポリシーの策定と運用の指針となるよ
う、これまでの中央教育審議会答申等の提言も踏まえつ
つ、各大学に留意いただきたい事項を整理した」ものと
なっている2）。
では、ディプロマ・ポリシーからみておこう。これは
正式には、「卒業認定・学位授与の方針」とされ、「各大
学、学部・学科等の教育理念に基づき、どのような力を
身に付けた者に卒業を認定し、学位を授与するのかを定
める基本的な方針であり、学生の学修成果の目標ともな
るもの」3）である。次に、その達成に向けて学修をどの
ように展開していくかを示したのがカリキュラム・ポリ
シーであり、ガイドラインでは以下のように具体的に、
内容の充実が求められた4）。従来の教育課程のみなら
ず、学修の方法や評価法についても盛り込むべきとされ
る。
・ディプロマ・ポリシーを踏まえた教育課程編成，当該教育課
程における学修方法・学修過程，学修成果の評価の在り方等
を具体的に示すこと。その際，能動的学修の充実等，大学教
育の質的転換に向けた取組の充実を重視すること。
・卒業認定・学位授与に求められる体系的な教育課程の構築に
向けて，初年次教育，教養教育，専門教育，キャリア教育等
の様々な観点から検討を行うこと。特に，初年次教育につい
ては，多様な入学者が自ら学修計画を立て，主体的な学びを
実践できるようにする観点から充実を図ること。
次に、アドミッション・ポリシーについて、「ガイド
ライン」はディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ
リシーを踏まえ、高大接続改革答申において提言された
「学力の 3要素」を念頭に置き、多様な学生を評価でき
るような入学者選抜の在り方や、入学前に学習しておく
ことが期待される内容についても示すよう求めている。
ここでいう「学力の 3要素」は、1）知識・技能、2）思
考力・判断力・表現力等の能力、3）主体性を持って多
様な人々と協働して学ぶ態度、から構成されている5）。
さらに、「ガイドライン」は三つのポリシーの運用に
ついて、三つのポリシーを起点とする PDCA サイクル
をポリシーの策定単位、すなわち学位プログラムごとに
確立し、教育に関する内部質保証を確立するよう求めて
いる。これとともに、各授業科目レベルで教員が授業改
善に向けた PDCA サイクルを機能させ、各大学では取
組全体を俯瞰した全学レベルにおいても教学マネジメン
トを構築すべきとしている6）。
この他にも、三つのポリシーは「当該大学に関心を持
つ様々な関係者（多様な入学希望者，学生，保護者，高
等学校関係者，地域社会，国際社会，産業界等）が十分
に理解できるような内容と表現とすること」が求められ
ている。各大学はそれぞれの教育の特徴をわかりやすく
示す必要に迫られており、在学中の学修について記載し
たカリキュラム・ポリシーは、まさに三つの方針の肝と
いえるだろう。前述のように、「ガイドライン」は、1）
教育課程編成、2）学修方法・学修過程、3）学修成果の
評価の在り方の記載をはじめとして、カリキュラム・ポ
リシーの充実を求めていた。
「ガイドライン」はまた、三つのポリシーを起点とす
る PDCA サイクルを、1）学位プログラム、2）授業科
目、3）機関レベルで構築するべきとしている。その際、
核となるのが、カリキュラム・ポリシーに記載が求めら
れた学修成果の評価だろう。次に、中教審答申を踏ま
え、学修成果の評価について先行事例を挙げながら検討
してく。
Ⅳ、学修成果の評価とは何か
1、中教審答申におけるアセスメント・ポリシー
ここでは、関西国際大学学長で大学教育改革を先導す
る人物として知られる濱名篤氏の解説を引用する。同氏
は、「ガイドライン」を策定した中央教育審議会大学分
科会で臨時委員を務めた人物である。
濱名氏によれば7）、Plan 通り（DP：ディプロマ・ポ
リシーや CP：カリキュラム・ポリシーに基づき）教育
活動が行われ、目標に沿った成果があがっているかを確
認することが「Check」である。その際の基本方針がア
セスメント・ポリシーで、いつ、どのような尺度で、な
ぜ、誰が、誰を対象に、どのようにといった評価を行
う。それらの評価活動を集積して自己評価・点検が行わ
れ、さらにその自己点検が妥当に行われているかが認証
評価される。これらの Check（評価活動）を受けた結
果、Action（改善策）が出てくるというのが PDCA と 3
つのポリシーの関係と考えられる。よって、Check のた
めの評価の対象には、DP と CP の教育内容と教育方法、
さらには AP も含まれる。ところが、今回の制度化では
アセスメント・ポリシーが法制化の対象にならなかった
ため、Check 段階の「評価」に関する規定は CP の中に
押し込まれ、結果として CP は、教育内容、教育方法、
評価の 3つの内容を含むことになったと濱名氏は指摘し
ている8）。
そもそも、学修成果を「プログラム共通の考え方や尺
度（アセスメント・ポリシー）に則って評価」するとい
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う「アセスメント・ポリシー」という方針が初めて登場
したのは、平成 24年の中教審答申『新たな未来を築く
ための大学教育の質的転換に向けて』9）においてである。
濱名氏も指摘しているように10）、この中で学修成果の評
価については、学修行動調査、アセスメント・テスト、
ルーブリック、学修ポートフォリオ等の具体的方法が示
され、大学はどのような具体的な測定手法を用いたかを
明らかにすることを求められた。しかし実際には、この
答申を受けて実際にアセスメント・ポリシーを作成した
私立大学は少数に過ぎなかったとされる。
その後、平成 26年 12月のいわゆる「高大接続答申」
で、三つのポリシーの一体的な作成が明記されることに
なった11）。さらに「大学全体としての共通の評価方針
（アセスメント・ポリシー）を確立したうえで、学生の
学修履歴の記録や自己評価のためのシステムの開発、ア
セスメント・テストや学修行動調査等の具体的な学修成
果の把握・評価方法の開発・実践、これらに基づく厳格
な成績評価や卒業認定等を進めることが重要」とされ
た12）。このように、「高大接続答申」はアセスメント・
ポリシーに言及しているものの、三つのポリシーとは異
なり法令上に位置づけられていないため、それは努力目
標として受け取られたようだと濱名氏は指摘してい
る13）。
以上のように、アセスメント・ポリシーの策定は法制
化されたわけではないが、その重要性は以前から中教審
答申に明記されてきたことに留意すべきだろう。三つの
ポリシーそのものも評価の対象として評価活動を行うと
いうことは、「ガイドライン」で示された「三つのポリ
シーを起点とする PDCA サイクル」や内部質保証を確
立する上で不可欠と考えられる。
そこで、学修成果の評価を盛り込むべきカリキュラ
ム・ポリシーに着目して、先進的な事例を紹介すること
にしたい。
2、学修成果の評価
1）宮崎大学
平成 28年 8月に東洋大学で開催された高等教育質保
証学会において、関西国際大学と共に模範事例として報
告があったのが宮崎大学である。同大学は「世界を視野
に地域から始めよう」をスローガンとし、変動する社会
の多様な要請に応え得る人材を育成することを教育の理
念として掲げている。以下、宮崎大学のカリキュラム・
ポリシーをみていこう14）。
カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施の方針）
宮崎大学では、教育学部、医学部、工学部、農学部、地域資
源創成学部を置き、ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授
与の方針）に掲げる資質・能力を備えた人材を養成するため、
以下の方針に基づいて教育課程を編成・実施します。
【教育課程の編成】
1．学生の修得すべき学修成果を重視し、教養教育と専門教
育の区分にとらわれず、体系的な学士教育課程を編成する。
2．基本的な学習能力の獲得のため、すべての学生が履修す
る基礎教育カリキュラムとして、導入科目（大学教育入門
セミナー、情報・数量スキル、外国語コミュニケーショ
ン）、課題発見科目（専門教育入門セミナー、環境と生命、
現代社会の課題）と学士力発展科目を設置する。
3．専門的な方法論と知識を体系的に学ぶために、学科・課
程専門科目を設置する。
4．地域を志向した教育・研究・地域貢献を推進するため、
学士課程に地域の理解と課題解決に取り組む科目を設置す
る。
5．専攻分野を超えて学際的な視点を養う科目を設置する。
6．獲得した知識や技能を統合し、課題の解決と新たな価値
の創造につなげていく能力や態度を育成するために、卒業
研究等の科目を設置する。
【教育内容・方法】
1．各授業科目について、到達目標、授業計画、成績評価基
準・方法、事前・事後の学習の指示、ディプロマ・ポリシ
ーとの関連を明記し、周知する。
2．基礎教育カリキュラムの導入科目、課題発見科目におい
て、アクティブ・ラーニングを取り入れた教育方法を実施
し、初年次から学生が自ら学修計画を立て主体的な学びを
実践できるようにする。
3．専門教育において、知識・理論と実践を融合し、主体的
に考える力を養うために、講義、演習、実験、実習、実技
などの授業形態に加えて、多様な教育方法を取り入れて指
導を行う。
4．学士課程教育において、地域の理解を深める題材を取り
入れ、地域の課題解決を実践できるようにする。
【点検・評価】
1. GPA 制度を導入し、教育の質保証に向けて点検・評価・
改善を行う。
2．成績評価基準・方法に基づき、多様な評価方法を用いて
厳格な評価を行う。
3．学生は自己の学修の振り返りを行い、教員は学生の自己
評価に基づいて指導を行う。
4．ディプロマ・ポリシーに基づく学生の学修過程を重視し、
在学中の学修成果の全体を評価する。
以上のカリキュラム・ポリシーにより、宮崎大学が学
際的なアプローチを通じ、地域に貢献し得る人材育成を
目指して教育活動を展開しようとしていることがわか
る。また、カリキュラム・ポリシーは 1）教育課程編
成、2）学修方法・学修過程、3）学修成果の評価の在り
方の記載が求められていたが、宮崎大学では【教育課程
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の編成】【教育内容・方法】【点検・評価】の 3部構成が
これにあたり、各学部においても採用されている。【点
検・評価】についてもそれぞれ、機関レベル、授業科目
レベル、学生レベル、学位プログラム・レベルの順に設
定された。PDCA サイクルを 1）学位プログラム、2）
授業科目、3）機関レベルで構築すべきとした「ガイド
ライン」の指摘に、学生レベルが追加されている。
2）東北福祉大学
他方、学修成果の測定をアセスメント・ポリシーとし
て、「ガイドライン」に記載されている全学、学位プロ
グラム、授業科目レベルで行うと明記した事例もある。
次に取り上げる東北福祉大学は、文部科学省の「先導的
大学改革推進委託事業」によるあずさ監査法人の調査研
究15）でも模範事例として紹介されている。以下、東北福
祉大学のアセスメント・ポリシーを引用する16）。
学修成果の評価の方針（アセスメント・ポリシー）
東北福祉大学では、ディプロマ、カリキュラム、アドミッシ
ョンの 3つのポリシーに基づき、機関レベル（大学）・教育課
程レベル（学部・学科）・科目レベル（授業・科目）の 3段階
で学修成果を査定する方法を定めています。
【1．機関レベル】
学生の志望進路（就職率、資格・免許を活かした専門領域へ
就業率及び進学率、等）から学修成果の達成状況を査定しま
す。
【2．教育課程レベル】
学部・学科の所定の教育課程における資格・免許の取得状
況、卒業要件達成状況（単位取得状況・GPA）から教育課程全
体を通した学修成果の達成状況を査定します。また、学年ごと
の単位取得率・成績分布の状況から、学士力における汎用的技
能と態度・志向性について、1年次における基礎、2年次にお
ける活用と実行、3年次における応用と定着、そして 4年次で
の統合的学習、創造的思考の獲得状況を学修成果として査定し
ます。
【3．科目レベル】
シラバスで提示された授業等科目の学修目標に対する評価、
及び学生アンケート等の結果から、科目ごとの学修成果の達成
状況を査定します。
このように、学修成果を査定する方法は、機関レベル
（大学）・教育課程レベル（学部・学科）・科目レベル
（授業・科目）の 3段階で定められている。さらに図表
1にあるように、アドミッション、カリキュラム、ディ
プロマの 3つのポリシーにそれぞれ【入学時考査】、【単
位認定・進級判定】、【卒業時判定】を対応させ、アセス
メントの仕組みが時系列で構築されている。ガイドライ
ンが求める「三つのポリシーを起点とする PDCA サイ
クル」を具現化した事例といえるだろう。
次に、学修成果を評価するための指標について、簡単
に触れておきたい。
3）学修成果の測定指標
前述のあずさ監査法人の調査研究は、独立行政法人大
学評価・学位授与機構研究開発部による学修成果の測定
指標の分類を引用し、学修成果の測定指標を、①学修成
果の測定方法、②教育内容・活動と学修成果との関係と
いう 2軸から、4つの類型に整理している（図表 2）17）。
図表 1 東北福祉大学「アドミッション、カリキュラム、ディプロマの 3つのポリシーに基づくアセスメントの仕組みの概要」
（東北福祉大学、https : //www.tfu.ac.jp/aboutus/arpn890000001gf8-att/arpn890000003hfv.pdf より転載、2017年 8月 4日閲覧）
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前述のように、ガイドラインは学位プログラムととも
に授業科目、機関レベルで PDCA サイクルの構築を求
めており、前述の東北福祉大学による図表 1は、上記の
ような様々な指標を組み合わせ、アセスメント・ポリシ
ーの枠組みを示したものといえる。
さて、以上のような三つのポリシーに関する考え方は
平成 30年から始まる 3クールの認証評価にも反映され、
本学はまさにこの年、短期大学基準協会による認証評価
を受けることになっている。そこで、まずは改訂された
「短期大学評価基準」を取り上げ、上記のような測定指
標を用いてどのような査定（アセスメント）を実施すれ
ばよいのかを明らかにしたい。
Ⅴ、「短期大学評価基準」の改訂
短期大学基準協会は、平成 30年度から適用する「短
期大学評価基準」を平成 29年 2月に公表した18）。今回
から「三つの方針」（基準Ⅰ-B-3）や「内部質保証」（基
準Ⅰ-C-1）が盛り込まれるとともに、従来は選択的基準
であった地域・社会への貢献、教養教育、職業教育がそ
れぞれ基準Ⅰ-A-2、基準Ⅱ-A-3、基準Ⅱ-A-4として必須
の基準となった19）。
査定（アセスメント）については、旧基準の頃より
「三つの方針の関係を見直し整備するための PDCA サイ
クルを含む系統的なもの」であり、「学習成果を焦点と
する」ことが明記されてきた20）。この点は新基準におい
ても変わらないが、「短期大学評価基準」で強調されて
いるのは学習成果であり、学修成果ではない。まずはこ
の点を整理しておこう。
以下、短期大学基準協会のウェッブページから引用す
る21）。
本協会は会員校の意見をはじめパブリックコメント等必要な
手続きを経て、平成 22年 7月に「短期大学評価基準」を改定
しました。この改定に当たっては、平成 20年 12月の中教審答
申の内容を踏まえるとともに、当時、米国において行われてい
た「Student learning outcomes」を中心とした大学評価という考
えも取り入れ、その和訳として「学習成果」としましたので、
自己点検・評価に当たっては「学習成果」を使用してくださ
い。
このように短期大学基準協会は、近年、大学教育にお
いて使用される学修成果ではなく、平成 22年に続き今
回の改訂でも学習成果を用いている。学習成果は平成
20年の中教審答申『学士課程教育の構築に向けて』の
中で、以下のように定義されていた22）。
「学習成果」は，プログラムやコースなど，一定の学習期間
終了時に，学習者が知り，理解し，行い，実演できることを期
待される内容を言明したもの。「学習成果」は，多くの場合，
学習者が獲得すべき知識，スキル，態度などとして示される。
（後略）
この定義は、短期大学基準協会が参考にした米国の
「Student learning outcomes」を中心とした大学評価に基
づくものと考えてよかろう。同協会は米国 2年制カレッ
ジの認証評価に関する調査研究を実施し、翌平成 22年
に「短期大学評価基準」を策定している。現在では連携
協定を締結するなど関係を強化している23）。
他方、土持ゲーリー法一氏も指摘しているように24）、
前述の平成 24年の中教審『新たな未来を築くための大
学教育の質的転換に向けて』において、「審議まとめ」
以降「学習」が「学修」へと変更され、答申では一貫し
て「学修」という表現になった25）。大学設置基準上、大
学での学びは「学修」であるため、この答申以降「学習
成果」についても「学修成果」と記載されるようになっ
たと推察される。
このように考えると、「短期大学評価基準」は学修成
果ではなく学習成果を用いているが、後者のいう一定の
学習期間を大学での学びと考えれば、この二つは同義と
考えてよいだろう。新たな「短期大学評価基準」では、
学習成果の測定について下記のような基準が新たに設け
られた26）。
図表 2 学修成果の測定指標の分類
教育内容・活動と学修成果との関係
直接的 間接的
学修成果の
測定方法
直接的 教育による直接的な効果を直接測定する指標
例：卒業論文、学科試験、卒業試験、GPA、
ポートフォリオ等の質的・量的なもの
教育による間接的な効果を直的測定する指標
例：CLA、MAPP 等のジェネリックスキル
の統一試験等。
間接的 教育による直接的な効果を間接測定する指標
例：単位修得、卒業率等
教育による間接的な効果を間接測定する指標
例：満足度アンケート、
到達度アンケート
（あずさ監査法人『学修成果の把握と学修成果の評価についての具体的方策に関する調査研究（報告書）』、18頁より転載）
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基準Ⅱ-A-7 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて
測定する仕組みをもっている。
（1）GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試
験の合格率、学生の業績の集積（ポートフォリオ）、ルー
ブリック分布などを活用している。
（2）学生調査や学生による自己評価、同窓生・雇用者への調
査、インターンシップや留学などへの参加率、大学編入学
率、在籍率、卒業率、就職率などを活用している。
（3）学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表してい
る。
旧基準は、何を量的・質的データとするかについて明
記しておらず、短期大学基準協会のウェブサイト上で取
り上げられていたのみだった27）。それが今回の基準で
は、（1）に「教育内容・活動と学習成果との関係」が
「直接的」な指標評価が、（2）には「間接的」な指標評
価が取り上げられているとみられる。学習成果を焦点と
した査定を行うにあたっては、まずは「カリキュラムマ
ップ」に応じた単位取得の状況に主眼が置かれるべきだ
ろう。前述の東北福祉大学による図表 1においても、中
央の【単位認定・進級判定】の枠内で「カリキュラムマ
ップ記載の各種能力の獲得」が筆頭に挙げられている。
このように、「短期大学評価基準」において学習成果
は、三つの方針の策定とともにアセスメントの基礎とな
る同基準の中核である。学習成果の測定について、今回
の改訂で何が量的・質的データにあたるかという記述も
なされたが、その中心は「カリキュラムマップ」に応じ
た単位取得の状況となろう。以上の検討を踏まえ、次に
本学と保育学科の三つのポリシー及び学習成果の改訂の
概要と、学習成果の測定に向けた取り組みについて述べ
る。
Ⅵ、保育学科における学習成果の測定
1．三つのポリシーの改訂
「感恩」を建学の精神とする本学では、①社会貢献、
②自己成長力、③職業理解、④コミュニケーション能
力、⑤問題解決能力の 5つの資質・能力を学習成果及び
ディプロマ・ポリシーの柱としてきた。これらを基礎と
して平成 28年度、3つのポリシーの一貫性と、大学及
び学科レベルでの一貫性に留意して改訂を行った。
本学ではこれに先立ち、平成 24～25年度にかけて就
職先を中心としたステークホルダー調査を実施してい
る28）。この調査によると、ステークホルダーが職場で求
める能力は、「専門性」よりもそれ以外のいわゆる基礎
的・汎用的な能力が中心で、なかでも「人間関係形成・
社会形成能力」が強調されている29）。他方、ステークホ
ルダーから本学教育へ寄せられた要望として、「挑戦す
る気持ち」「自信」「積極性」「主体性」「向上心」「忍耐
力」「上昇することへのあこがれ」等の項目が頻繁に挙
げられていることがわかった30）。
平成 28年度、保育学科では前述の本学の 5つの教育
の柱に、それぞれ次のようなキーワードを対応させた
（図表 3）。すなわち、①自己管理と主体性、②使命感と
向上心、③専門分野の基礎力、④コミュニケーションと
協働、⑤問題解決力である。③や⑤は全学と同じといっ
てよいが、①の主体性や②の向上心に先のステークホル
ダー調査の結果を盛り込んだ。また、④にはコミュニケ
ーションに加え保育現場で不可欠な協働も明記した。そ
の上でより具体的な 10の学習成果を定め、ディプロ
マ・ポリシーと対応させた。
本学科では近年、ボランティア活動とともに、ゼミ対
抗のスポーツ大会や関女技能オリンピック、造形作品展
等の学科行事を活性化し、学生の主体性や協働性、コミ
ュニケーション力の向上に努めている。こうした活動を
通じた学びを学科の学習成果及びディプロマ・ポリシー
に織り込み、その獲得に向けてより組織的な取り組みを
行うべく改善を図っている。
教務委員会における三つの方針の改訂については、平
成 28年度、全学及び学科間で調整を図りつつ行われた。
カリキュラム・ポリシーについては、1）教育課程編成、
2）学習方法・学習過程、3）学習成果の評価の在り方を
図表 3 保育学科の学習成果
5つの柱 学習成果
①自己管理と主体性 1）社会人としてのマナーと自己管理能力を身につけている。
2）保育の実践力を身につけている。
②使命感と向上心 3）幼稚園教諭及び保育士としての使命や責任を理解している。
4）学科行事やボランティア活動に主体的に参加する。
③専門分野の基礎力 5）保育内容の各領域を理解している。
6）保育の表現力を身につけている。
④コミュニケーションと協働 7）相手の立場に立ったコミュニケーションをとることができる。
8）チームで協働することができる。
⑤問題解決力 9）子ども一人ひとりに応じた援助を考えられる。
10）地域や家庭と連携するための方法を理解している
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図表 4 「夢ノート」による学習成果の自己評価
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明記したが、三つのポリシーを起点とする PDCA サイ
クルの構築については、学園内の関西福祉科学大学とと
もに運営企画室が検討中である。学習成果の測定につい
ては、その中心となる「カリキュラムマップ」に応じた
単位取得の状況を、2017年度、教務委員会が中心とな
って全学的な仕組みを構築することになっている。そこ
で保育学科では、「短期大学評価基準」の基準Ⅱ-A-7
（2）に含まれる学生の自己評価の測定改善に取り組むこ
ととした。以下、「夢ノート」の中で各学期の「計画と
反省」を行うワークシートの改訂と、実習での学びを振
り返る「実習カルテ」の開発に言及する31）。
2、夢ノートによる自己評価
本学では平成 21年度より「夢ノート」を導入し、学
生自身が自らの学びをふり返るとともに、教員が定期的
に確認して学生生活をサポートしていくためのツールと
している。第 2クールの第三者評価を受けるのを機に、
本学ではこの中に「計画と反省」と題したワークシート
を取り入れ、各学期、学習成果ごとに段階的な到達目標
を設け、学期当初に各自の取り組み、終了時にその振り
返りを記入させてきた。当初、保育学科では自由記述し
か求めなかったこともあり学生にとっては取り組みの意
図が見えづらく、表面的な記述にとどまりがちなことが
課題であった。その後、学習成果の達成状況をみるべく
レーダーチャートも設けたが、学生が主観的な自己評価
を数値にして作成するのみで、その妥当性の検証も行っ
てこなかった。
そこで今回、三つのポリシーの改訂にあたり、学生が
自身の学びをより深くリアルに振り返ることができるよ
う、学習成果ごとにカリキュラムマップで対応する科目
の成績評価を平均し、レーダーチャートを作成する書式
へと変更した。また、保育学科の学生のためのマナー・
チェックリスト、「マナー検定」やボランティア回数、
後述の「実習カルテ」も数値化してこれに含め、学習成
果の到達度を可視化しようと試みた（図表 4）。
このワークシートは平成 29年度入学生より運用を開
始しており、成績発表時に記入させ、ゼミ担当教員がチ
ェックを行うことにしている。次に、「実習カルテ」に
言及する。
3、実習カルテの開発
（1）実習カルテ開発の意義
保育学科では、幼稚園教諭免許状・保育士資格取得の
ため「幼稚園実習」と「保育実習」を履修する。本学に
おいては在学中計 5回の実習が要件となっている（図表
5）。実習では専門的な学びを統合させ保育スキルとして
発揮することが求められると同時に、ステークホルダー
調査においても指摘されているように、社会人としての
基礎的・汎用的な能力が必要となる。教育実習ではこれ
まで、受け入れ先より 8項目の実習評価を受け、事後指
導の中で自己評価と照らし合わせながら今後への課題を
抽出する取り組みを行ってきた（図表 6）。
しかしながら、8項目という性質から具体的に何が課
題となっていのるか見えづらく、学習成果と関連させて
評価することが難しかった。「保育技術」を例に挙げる
と、絵本を読む技能、手遊びの技能、ピアノの技能、そ
の他の技能があるが、評価としてはすべて同じ項目に含
まれる。当然のことながら科目としてみると、全て異な
る科目である。また、「勤務態度と自覚」については入
学前に培った生活スキルが大きく影響を及ぼすなか、社
会人としてどのような態度がふさわしいのか具体的に示
さなければ、習得が難しい学生もいる。
以上のような現状を踏まえ、学生がより具体的にどの
ようなスキルが不足しておりどのような努力が必要であ
るかを評価し、可視化するための取り組みについて検討
する必要があると考えた。実習は図表 5の通り 1年春学
期から 2年の春学期まで、毎学期実施しており、学びの
積み重ねが成果として表れやすい特徴をもつ。実習を通
図表 5 保育学科における実習のスケジュール
1年春学期 1年秋学期 2年春学期 2年秋学期
教育実習
8～9月
附属幼稚園（1週間）
9月
幼稚園（3週間）
保育実習
1～2月
保育所（10日間）
2～3月
施設（10日間）
7～8月
保育所又は施設（10日間）
図表 6 教育実習評価表（すべて 5件法で評価）
1 子どもの心情理解
2 発達に応じた子どもに対する態度や援助
3 研究の態度
4 保育の計画準備
5 保育技術
6 保育環境の整備
7 職員同僚との協力
8 勤務態度と自覚
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図表 7 実習カルテ自己評価項目
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じてどのようなことを学び体験し、何を今後の自己課題
とするのかを学生自身が評価することを、「実習カルテ」
を通じて可視化したいと考えた。
（2）実習カルテ導入の具体的方法と今後の活用
次に現在試案の段階であるが、「実習カルテ」の具体
的内容や活用について言及する。まず、実習カルテを使
用する時期だが、事後指導の時間に行い、学生自身が外
部からの評価と自己評価を比較しながら回答を行うこと
にする。質問紙は 4件法（4：大変良くできた 3：でき
た 2：時々できなかった 1：できなかった）を採用す
る。質問項目の策定にあたり、前述の 5項目、すなわ
ち、①自己管理と主体性、②使命感と向上心、③専門分
野の基礎力、④コミュニケーションと協働、⑤問題解決
力に対し、各 10の設問を設けることとした（図表 7）。
各設問については、民秋らによる「実習生のための自己
評価チェックリスト」を参考に作成した32）。2年間の実
習の中での気づきの変化を可視化する目的であるため、
設問については、教育実習、保育実習ともに統一した書
式を採用する。2年間に行われる全 5回の実習における
自己評価を量的に分析することで、個々の学生の学習成
果、あるいは本学保育学科の学生の傾向や課題が明確に
なると考えている。
さらに、項目ごとに「評価によって気づいたこと」
と、総括としての「あなたの今後の課題とその課題への
取り組みの方法」には、自由記述欄を設ける。自由記述
については今後、学生自身の自己省察を質的に分析して
いく際に有効であると考えている。実習における学生の
気づきを教員が把握することで、個々に応じた助言をす
ることや、その後の授業の中で多くの学生が抱える課題
を扱うことに役立つのではないか。また、実習担当教員
のみならず、全教員で学生の学びの状況や課題などの情
報を共有し、授業で活用することも期待される。
Ⅶ、まとめと今後の課題
これまでの議論をまとめると、第一に、三つのポリシ
ーの策定にあたっては、とりわけカリキュラム・ポリシ
ーについて、1）教育課程編成、2）学修方法・学修過
程、3）学修成果の評価の在り方等、記載の充実が求め
られていた。また、三つのポリシーを起点とする PDCA
サイクルは、1）学位プログラム、2）授業科目、3）機
関レベルで構築するべきとされている。第二に、学習成
果は「短期大学評価基準」において三つの方針の策定と
アセスメントの基礎となる同基準の中核であり、獲得状
況の測定にあたっては、今回の改訂で何が量的・質的デ
ータにあたるかについても詳述された。保育学科では、
学生による自己評価を効果的にすべく「夢ノート」の改
善及び「実習カルテ」の開発に着手したが、今後、実践
と検証を進めて PDCA サイクルの構築に結び付けなけ
ればならない。また、次のような課題も認められる。
まず、ディプロマ・ポリシーを踏まえた教育課程編成
において、「ガイドライン」でも強調されていた「能動
的学修」をいかに充実させるかである。本学ステークホ
ルダー調査の初年度報告書は、保育学科卒業生への要望
として、「人前に立つことの『自信』のなさなどが指摘
され、人前に立つことになれるといった、より実践的な
カリキュラム、例えばボランティアでの直接的な経験等
が求められている」33）としている。本学教育へのステー
クホルダーからの要望にあった【プロフェッショナルと
しての使命感を持ち、向上し続ける力】も、こうした実
践的な学習経験を充実させることにより育成できるので
はないだろうか。
あとの二点は全学にかかわることだが、三つのポリシ
ーの策定と運用に関する「ガイドライン」は、初年次教
育及び教養教育の重要性も指摘していた。とりわけ後者
については「短期大学評価基準」の改訂により必須の記
載事項ともなっており、その在り方を再検討すべきだろ
う。
もう一点、「短期大学評価基準Ⅱ-A-7」について、本
学は学習成果の獲得状況を測定するための「量的デー
タ」はいくつか有しているものの、「質的データ」につ
いては適切なものがみられない。同基準（1）には「学
生の業績の集積（ポートフォリオ）、ルーブリック分布
など」の活用が例示されており、本学でも導入を検討す
べきと考えられる。
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